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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度

１ 連結の範囲に関する事項 

  すべての子会社を連結しています。 

  連結子会社数 12社 

  連結子会社は、㈱地下鉄ビルデイング、㈱メトロセ

ルビス、㈱メトロコマース、メトロ開発㈱、㈱メトロ

フードサービス、㈱地下鉄メインテナンス、メトロ車

両㈱、㈱メトロスポーツ、㈱メトロフルール、㈱メト

ロプロパティーズ、㈱メトロアドエージェンシー及び

㈱メトロレールファシリティーズです。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  同左 

  

 

２ 持分法の適用に関する事項 

  関連会社は、渋谷熱供給㈱、㈱渋谷マークシティ及

び㈱はとバスの３社であり、これらすべての会社に対

する投資について持分法を適用しています。 

  なお、埼玉高速鉄道㈱について、当社は、議決権の

23.3％を所有していますが、同社は、埼玉県南地域の

発展を図る観点から、鉄道未整備地域の解消等のため

に埼玉県等の地方公共団体が主体となって設立された

第三セクターであり、埼玉県及び同県内の３市(川

口・さいたま・鳩ヶ谷)が議決権の過半数(65.1％)を

所有していることなどから、当社は、同社の財務及び

営業又は事業の方針の決定に関して、重要な影響を与

えることはできないと認められるため、関連会社から

除外しています。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  関連会社は、渋谷熱供給㈱、㈱渋谷マークシティ及

び㈱はとバスの３社であり、これらすべての会社に対

する投資について持分法を適用しています。 

  なお、埼玉高速鉄道㈱について、当社は、議決権の

22.6％を所有していますが、同社は、埼玉県南地域の

発展を図る観点から、鉄道未整備地域の解消等のため

に埼玉県等の地方公共団体が主体となって設立された

第三セクターであり、埼玉県及び同県内の３市(川

口・さいたま・鳩ヶ谷)が議決権の過半数(66.1％)を

所有していることなどから、当社は、同社の財務及び

営業又は事業の方針の決定に関して、重要な影響を与

えることはできないと認められるため、関連会社から

除外しています。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日はすべて３月31日であり、連結

決算日と同一です。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    ア 時価のあるもの 

      連結決算日の市場価格等による時価法によ

っています。 

      (評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法により

算定しています。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

    ア 時価のあるもの 

      同左 

  

    イ 時価のないもの 

      総平均法による原価法によっています。 

    イ 時価のないもの 

      同左 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度

―――――――――― （土地等賃貸収入の計上区分の変更） 

 従来、地下に鉄道施設が存在する土地等の貸付に

係る収益及び費用は、営業外収益及び営業外費用に

計上していましたが、このうち、土地等の貸付が主

たる事業活動と認められるものについては、当連結

会計年度より、営業収益及び営業費用として計上す

る方法に変更しました。 

 この変更は、これまで地下に鉄道施設が存在する

土地等は、一般的に用途が制限され事業性に乏しい

中で、有効利用を目的として貸付を行うとともに当

該貸付に係る収益及び費用を営業外収益及び営業外

費用に計上していましたが、利用実態等の調査を行

った結果、事業用の資産として利用価値を有するも

のと認められ、更なる有効活用を図っていくことと

された土地等については、当社の不動産賃貸部門へ

移管し、当連結会計年度より賃貸事業資産として運

営管理していく体制が整備されたことから、より適

切に利用実態を示す損益区分に変更するために行っ

たものです。 

 この変更に伴い、従来の方法と比較して営業収益

は７百万円、営業費は207百万円それぞれ増加し、営

業利益は199百万円減少しましたが、経常利益及び税

金等調整前当期純利益への影響はありません。 

 なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載しています。 
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【表示方法の変更】 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度

 （連結貸借対照表） 

前連結会計年度まで「現金及び預金」に含めて表

示していました譲渡性預金は、「金融商品会計に関

する実務指針」（会計制度委員会報告第14号 平成

19年７月４日）の改正により、当連結会計年度より

「有価証券」に含めて表示しています。 

なお、前連結会計年度の「現金及び預金」に含ま

れている譲渡性預金は、9,000百万円です。 

  

 （連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月

７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前

連結会計年度まで、「たな卸資産」として掲記され

ていたものは、当連結会計年度から「商品」「仕掛

品」「貯蔵品」に区分掲記しております。 

なお、前連結会計期間の「たな卸資産」に含まれ

る「商品」「仕掛品」「貯蔵品」は、それぞれ176百

万円、334百万円、3,266百万円です。 

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券

の取得による支出」及び「有価証券の売却・償還に

よる収入」は、前連結会計年度は「その他」に含め

て表示していましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しています。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれてい

る「有価証券の取得による支出」及び「有価証券の

売却・償還による収入」は、それぞれ△０百万円及

び303百万円です。 

（連結損益計算書） 

 「土地物件賃貸収入」は、前連結会計年度は、区

分掲記していましたが、営業外収益の総額の100分の

10以下であるため、営業外収益の「その他」に含め

て表示しています。 

なお、当連結会計年度における「土地物件賃貸収

入」の金額は32百万円です。 
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【注記事項】 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度 
(平成20年３月31日)

当連結会計年度 
(平成21年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、1,335,132百

万円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、1,388,006百

万円です。 

※２ 固定資産の取得価額から控除した国庫補助金等な

どの圧縮記帳累計額は318,489百万円です。 

※２ 固定資産の取得価額から控除した国庫補助金等な

どの圧縮記帳累計額は348,388百万円です。 

  不動産管理システムの稼働により不動産情報の区

分整理が図られた結果、地方公共団体等による工事

負担金等（補助金、鉄道施設受贈財産評価額を含

む）に伴う圧縮記帳累計額は332,996百万円、収用

等に伴う圧縮記帳累計額は15,392百万円となってい

ます。 

※３ 投資有価証券には、関連会社に対する株式が418

百万円含まれています。  

※３ 投資有価証券には、関連会社に対する株式が 

446百万円含まれています。  

※４ 担保に供している資産及び担保付債務 

   東京地下鉄株式会社法第３条及び附則第14条第１

項の規定により、当社の総財産を社債434,040百万

円の一般担保に供しています。 

※４ 担保に供している資産及び担保付債務 

   東京地下鉄株式会社法第３条及び附則第14条第１

項の規定により、当社の総財産を社債415,000百万

円の一般担保に供しています。 
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【重要な会計方針】 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   総平均法による原価法によっています。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

 (2) その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

    決算日の市場価格等による時価法によっていま

す。 

    (評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算定しています。) 

 (2) その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

    同左 

  ② 時価のないもの 

    総平均法による原価法によっています。 

  ② 時価のないもの 

    同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 貯蔵品 

   移動平均法による原価法によっています。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品 

   売価還元法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）によっています。 

 (2) 商品 

   売価還元法による原価法によっています。 

 (2) 貯蔵品 

   移動平均法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）によっています。 

  （会計方針の変更） 

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公

表分）を適用し、評価基準については、原価法から

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

変更しています。 

 この変更による影響はありません。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっています。 

   ただし、取替資産については取替法によっていま

す。また、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)については、定額法によって

います。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 12年～38年

構築物 12年～60年

車両 13年

機械装置 ５年～20年

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法によっています。 

   ただし、取替資産については取替法によっていま

す。また、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)については、定額法によって

います。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 12年～38年

構築物 12年～60年

車両 13年

機械装置 ５年～17年

 （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ています。これにより、営業費に含まれる減価償却

費は553百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ同額減少しています。 

 （追加情報） 

平成20年度の法人税法の改正を契機に、当事業年

度より、機械装置の耐用年数を見直しています。 

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ728百万円減少しています。 
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 【会計処理の変更】 

  

 
  

  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度

（企業結合に係る会計基準） 

当事業年度より、「企業結合会計基準及び事業分

離会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号 平成19年11月15日）及び「個別財務諸

表における税効果会計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第10号 平成20年３月25日）を適用し

ています。 

 なお、上記企業結合に係る会計基準等の適用に伴

い、当事業年度の中間会計期間に計上した受取配当

金603百万円について、当事業年度末に戻し入れ処理

を行っています。 

────────── 

 

────────── 

 

（土地等賃貸収入の計上区分の変更） 

従来、地下に鉄道施設が存在する土地等の貸付に

係る収益及び費用は、営業外収益及び営業外費用に

計上していましたが、このうち、土地等の貸付が主

たる事業活動と認められるものについては、当事業

年度より、営業収益及び営業費用として計上する方

法に変更しました。 

この変更は、これまで地下に鉄道施設が存在する

土地等は、一般的に用途が制限され事業性に乏しい

中で、有効利用を目的として貸付を行うとともに当

該貸付に係る収益及び費用を営業外収益及び営業外

費用に計上していましたが、利用実態等の調査を行

った結果、事業用の資産として利用価値を有するも

のと認められ、更なる有効活用を図っていくことと

された土地等については、当社の不動産賃貸部門へ

移管し、当事業年度より賃貸事業資産として運営管

理していく体制が整備されたことから、より適切に

利用実態を示す損益区分に変更するために行ったも

のです。 

この変更に伴い、従来の方法と比較して営業収益

は740百万円、営業費は207百万円、営業利益は532百

万円それぞれ増加しましたが、経常利益及び税引前

当期純利益への影響はありません。 
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【表示方法の変更】 

  

 
  

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

前事業年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度

（貸借対照表） 

前事業年度まで「現金及び預金」に含めて表示し

ていた譲渡性預金は、「金融商品会計に関する実務

指針」（会計制度委員会報告第14号 平成19年７月

４日）の改正により、当事業年度より「有価証券」

として表示しています。 

 なお、前事業年度の「現金及び預金」に含まれて

いる譲渡性預金の金額は9,000百万円です。 

────────── 

 

（損益計算書） 

前事業年度まで営業外収益「受取利息」に含めて

表示していた譲渡性預金に係る利息は、「金融商品

会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14

号 最終改正平成19年７月４日）の改正により、譲

渡性預金を有価証券として表示することに伴い、当

事業年度より営業外収益の「有価証券利息」として

表示しています。 

 なお、前事業年度の「受取利息」に含まれている

譲渡性預金に係る利息の金額は85百万円です。 

（損益計算書） 

「土地物件賃貸収入」は、前事業年度は、区分掲

記していましたが、営業外収益の総額の100分の10以

下であるため、営業外収益の「雑収入」に含めて表

示しています。 

なお、当事業年度における「土地物件賃貸収入」

の金額は32百万円です。 
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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成20年３月31日)

当事業年度 
(平成21年３月31日)

※１ 固定資産の取得価額から控除した国庫補助金等な

どの圧縮記帳累計額は318,489百万円です。 

※１ 固定資産の取得価額から控除した国庫補助金等な

どの圧縮記帳累計額は348,388百万円です。 

 不動産管理システムの稼働により不動産情報の区

分整理が図られた結果、地方公共団体等による工事

負担金等（補助金、鉄道施設受贈財産評価額を含

む）に伴う圧縮記帳累計額は332,996百万円、収用

等に伴う圧縮記帳累計額は15,392百万円となってい

ます。 

※２ 担保に供している資産及び担保付債務 

   東京地下鉄株式会社法第３条及び附則第14条第１

項の規定により、総財産を社債434,040百万円の一

般担保に供しています。 

※２ 担保に供している資産及び担保付債務 

   東京地下鉄株式会社法第３条及び附則第14条第１

項の規定により、総財産を社債415,000百万円の一

般担保に供しています。 

※３ 補助金未決算勘定は、新線工事等のうち、未だ工

事が完了しておらず、使用を開始していない部分に

対応する国庫補助金等の金額です。 

※３ 補助金未決算勘定は、火災対策設備整備工事等の

うち、未だ工事が完了しておらず、使用を開始して

いない部分に対応する国庫補助金等の金額です。 

※４ 関係会社に対する債務は次のとおりです。 

預り金 12,247百万円

未払金 4,750百万円

その他 6,984百万円

計 23,981百万円

※４ 関係会社に対する債務は次のとおりです。 

預り金 9,940百万円

未払金 5,651百万円

その他 4,619百万円

計 20,211百万円
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東京地下鉄株式会社 

 

  

 

  

  
 

  

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京地下鉄株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東京地下鉄株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 
  

独立監査人の監査報告書

平成20年６月27日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本  一  朗  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京地下鉄株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東京地下鉄株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 
  

独立監査人の監査報告書

平成21年６月29日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本  一  朗  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  滝  沢  勝  己  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京地下鉄株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第４期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東京地下鉄株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

独立監査人の監査報告書

平成20年６月27日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本  一  朗  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京地下鉄株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第５期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東京地下鉄株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

独立監査人の監査報告書

平成21年６月29日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  昌  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  坂  本  一  朗  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  滝  沢  勝  己  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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